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研究成果の概要（和文）：　代表及び分担研究者は，それぞれの担当地域・分野に応じて，現代ムスリム社会に
おけるマスラハ（福利）の実践的意義について考察した。堀井（代表）と小野はイスラーム法学研究の観点か
ら，弱者救済のためのシャリーア（イスラーム法）の解釈・適用のメカニズムを分析した。岩崎はエジプトの貧
困・食糧問題における福利の政策的実現とその影響について研究した。小野はチュニジアにおける子どもの権利
と福利の関係を考察した。村上はトルコの家族・ジェンダー規範と福利の関係を明らかにした、細谷はイランの
医療現場における福利の意義と実践について考察した。

研究成果の概要（英文）：　The project members carried out research in their respective fields with 
the purpose of exploring practical values of maslaha (welfare) in the the contemporary Muslim 
societies. Horii (principal) and Ono focused on Islamic jurisprudence and analized its mechanism how
 the weaker party entitled remedies under the Sharia (Islamic law). Iwasaki investigated Egyptian 
social walfare policy regarding poverty and food security problems. Ono studied the relationship 
between the children's rights and their welfare in Tunisia. Murakami examined the family-gender 
norms as social welfare versus personal one in Turky. Hosoya shed light on maslaha as practised in 
Iranian medical scene.

研究分野： イスラーム法学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　古典イスラーム法学に由来するマスラハは，近代以降，シャリーアの再解釈の手段として着目され，理論面に
関する多数の研究がある。だが，マスラハの立法論を超えた実践的な意義とムスリム社会における具体的な影
響，また一般に西洋由来とされる人権等の価値原理との関係性についてはほとんど研究されていない。本研究プ
ロジェクトは，イスラーム法学研究者とエジプト，チュニジア，トルコ，イランをフィールドとする多様な専門
の研究者の協働により，マスラハが近代的な意味での福利や，社会的公正，人権といった概念と互換的あるいは
相互浸透的に作用しながら，種々の社会的実践に影響を与えていることを解明することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 本プロジェクトの構想は，日本中東学会第 35 回年次大会（2019 年 5 月 12 日，於秋田大
学手形キャンパス）の企画セッション 5「ムスリム社会における弱者の権利：子ども・病者・
貧困者」に遡る。同セッションは，中東諸国（チュニジア，イラン，トルコ）の社会問題に
関して当該諸国の地域研究だけでなく，イスラーム法学研究の視点を加えて考察する試み
であり，調査対象国にエジプトを加えて発展的に継続する契機となった。その際，これらの
国々における弱者の権利や社会福利に関する政策・活動の共通の分析概念となり得るイス
ラーム法学上のマスラハ（福利）に着目した。 
 
２．研究の目的 
 本プロジェクトの全体の目的は，イスラーム法学におけるマスラハ（福利）について，従
来の理論的な研究の枠を超え，現代ムスリム社会における弱者の権利の保護と関わる実践
的な意義を動態的に明らかにすることである。具体的には次の 2 つを目的とする。 
第 1 に，エジプト（岩崎），チュニジア（小野），トルコ（村上），イラン（細谷）におけ

る弱者（貧困者，子ども，女性，病者・障がい者等）に関する政策や社会運動を調査し，そ
こでの「権利」や「福利」（hak）の実践的意義とその近代的かつイスラーム的な重層性を明
らかにする。 
第 2 に，シャリーア（イスラーム法）による弱者の権利やその救済に関するイスラーム法

学の歴史的な研究（堀井，小野）を通じて，第 1 の成果を総合的に考察する。 
 
３．研究の方法 
 本プロジェクトの特色は，調査対象国に関するフィールド調査に基づく地域研究と，文献
学的方法に基づくイスラーム法学研究を組み合わせたことである。前者については，コロナ
禍による渡航制限下においては電磁的なアンケート調査やオンラインミーティング等の代
替手段を用いた。後者については前近代のスンナ派（ムスリム多数派）の四法学派（ハナフ
ィー派，マーリク派，シャーフィイー派，ハンバル派）および，必要に応じて 12 イマーム
派（シーア派多数派）の法学書（刊本・写本を含む）を参照した。また，個々の研究成果の
発信およびメンバー間での共有を目的として，公開研究会・シンポジウムを複数回開催した。 
 
４．研究成果 
（１）エジプト（岩崎） 
 岩崎は，エジプトの貧困・食糧問題における福利について考察した。貧困はエジプトが抱
える最大のリスクといえ，小麦を中心とする食糧を含む経済の対外依存度の高さや中間層
の生活基盤の不安定さといった，国家・世帯レベルでの同国の脆弱性の原因となっている。
岩崎はこのことに関連する，「アラブの春」（2010 末～2012）の前後におけるエジプトの経
済的・社会的諸相を明らかにしている。例えば，同国ではアラブ社会主義時代（1950-60 年
代）における国有企業重点化政策により私企業の発展が遅れていたが，近年では中小企業の
集積によるプライベートセクターの発達が試みられている。ただし，こうした発達はまだ雇
用創出には至らず，特に若年層の失業率は高い水準にとどまっている。また，同国の基幹産
業である農業については，政府による大規模な開発プロジェクトと農地の拡大傾向の継続
により，水資源の枯渇により持続可能な発展が危ぶまれる状態にある。 
 以上を前提として，岩崎は「アラブの春」による政治的・社会的混乱，コロナ禍，さらに
はロシア・ウクライナ戦争がもたらした同国の食糧危機の中，特に都市における貧困層の拡
大に着目し，食糧補助金制度の改革がこれらの層に与える影響を分析した。この制度は他の
多くの中東・アフリカ諸国に共通するが，社会福祉が未発達な同国においてほぼ唯一の再分
配政策であり，アラブ社会主義時代に遡る。以来，補助金による安価な食糧や燃料の供給は
国民の権利と認識され，その保障は「アラブの春」で掲げられた社会的公正と結びつけられ
た。だが，現スィースィー政権下では補助金の削減が進むと共に制度改革の試みが現実味を
帯び，より根本的な社会的公正の実現手段が問い直され，相克する福利の概念がみられる。 
 以上の研究の一環として，2021 年 11 月 20 日に上智大学イスラーム研究センター（SIAS）
との共催により，公開講演会「胃袋を満たす国家の戦略―戦後日本・インド・エジプトの事
例から」を開催し，占領期日本におけるララ物資（郷戸夏子氏/国際基督教大学），エジプト
の食糧配給制度（井堂有子氏/（当時）日本国際問題研究所），およびインドの公共配給制度
（近藤則夫氏/日本貿易振興機構アジア経済研究所地域センター）の比較考察を行った。 
 
（２）チュニジア（小野） 
 小野は，チュニジアにおける子どもの権利と福利について，同国の関係官庁・司法機関の
調査をふまえて考察した。同国の子どもに関する基本法は長らく，他のアラブ諸国と同様に
シャリーアを主要な法源とする家族法（「身分関係法」，1956 制定）であった。だが 1992 年



における国連「子どもの権利条約（1989）」の批准を受けて「子ども保護法（1995）」が制定
され，基本原則（1-19 条），虐待された子ども（20-67 条）および非行少年（68-123 条）の
保護を定め，これに基づいて家族裁判官（51-167 条）および子ども保護代理事務所（82-1112
条）が設置されている。 
同法によれば，以上を含む子どもの保護のためのあらゆる施策においては，「子の最善の

利益」が尊重されねばならない。「子の最善の利益（マスラハ）」とは，これをシャリーアに
基づく家族法規定の修正・調整原理としての国際的な人権思想に基づくものとする解釈と，
むしろこうした近代的な価値観とイスラーム法を調和的に加味して判断されるものとする
解釈に分かれる。小野は，関連諸機関・諸団体への調査を通じて，「子の最善の利益」の判
断についてはとりわけ家族裁判官の裁量がきわめて大きく，その結果，各裁判官および個々
の事例によっても異なり，さらには時代によっても変化し得る多様な価値観を反映してお
り，それらについての近代的/イスラーム的といった線引きが難しいことを明らかにした。 
以上の研究の一環として，「子ども保護法」制定にも貢献したカルタゴ大学名誉教授・元

国連子どもの権利委員会副委員長のハーテム・コトラーン氏を招聘し，日本の法律家を交え
て，子どもの権利保護に関するチュニジアと日本の法・制度および課題に関する国際比較シ
ンポジウムを東京大学（2023 年 9 月 3 日）および大阪大学（同 5日）で開催した。 
（３）トルコ（村上） 
 村上は，トルコの家族・ジェンダー規範と個人の福利や権利の相克について考察した。法
制度的には，同国は他のムスリム諸国の中で際立って世俗的であり，家族法もシャリーアの
影響下に置かれることなく，スイス民法典を範とする民法典（1926 制定）に組み込まれた。
同法は一夫多妻制を禁止し，夫の専権であった離婚の請求権を妻にも等しく認める等によ
りシャリーアを廃止し，2001 年の法改正ではさらに男女の平等化を進めた。にもかかわら
ず，同国では夫が妻子を扶養し，妻は育児・家事に専念すべきであるとの性的分業意識や，
女性の性的名誉という概念に基づく男女隔離の考えが根強い。 
 以上に基づき，同国における不妊治療の現状に着目した。同国では上述のような家族・ジ
ェンダー規範の下，結婚して子をもうけることが当然とされ，不妊を指すクスルという語は
男性ないし女性としての欠損という侮蔑的なニュアンスをもつ。また血縁関係が重視され
るために，伝統的にもシャリーアで禁止されていた養子縁組は普及していない。そのため，
同国では第三者による精子・卵子の提供や代理出産の禁止により配偶者間に限定する形で
生殖補助医療が奨励され，近隣諸国からの医療ツーリズムを呼びこむほどさかんになって
いる。村上はこのことが特に高学歴ミドルクラスのキャリア女性に与える影響として，家族
という社会的な福利とキャリアを含む自分らしい生き方における個人の福利の相克と，そ
こでの選択を宗教的に正当化する傾向を明らかにしつつ，いまだ例外的ではあるものの，子
どもをもつことの意義を問い直す新しい価値観が生まれつつあることを指摘した。 
村上は加えて，社会的・経済的変化に伴う女性の労働力化の進行と職種の多様化について

も明らかにしている。 
（４）イラン（細谷） 
医療従事者でもある細谷は，イランにおける患者の知る権利に始まり，同国の医療や関連

する様々な制度・社会活動における福利の実践的意義を分析した。 
細谷はまず，医療・福祉分野における慈善活動に着目した。そもそも同国ではイスラーム

の名の下に慈善・ボランティア活動がさかんであり，医療関連職も宗教的な慈善行為と結び
つけられることが多い。福祉政策はこうした一般の慈善活動が行われることを前提に設計
されているといえる。すなわち，教育・福祉分野の行政機関には「人々の参加部門」があり，
ここでワクフ（シャリーアにおける寄進制度）や寄付・ボランティア活動が広報・推進され
ることにより，これら無償の社会奉仕活動が実質的に同国のセーフティネットとして機能
すると共に，様々な形の社会的な結合を生み出している。ただし，この活動は私的なものだ
けでなく，公的なプロジェクトとして組織・運営されることもある。細谷は，①シャリーア
で定められる義務または任意の喜捨に代わる労働奉仕，②革命防衛隊等の政府機関による
社会貢献活動，③障がいや特定の疾患を有する人々による自身の権利擁護運動としての互
助的なボランティア活動という性質の異なる活動に着目し，それぞれにおける個々人の現
世的な福利と宗教的ないし社会的な福利の関係性の相違を明らかにした。 
このうち特に③と関連して，細谷はイスファハンにおけるろう・難聴者の就労状況につい

てのコロナ禍前の調査を基に，男性に比べて女性の就労率が著しく低いこと，男女とも低収
入で経済的に困窮していることを明らかにしている。 
以上の研究と関連して，世界諸国の病院・学校・軍隊・企業等で心のケアに従事するチャ



プレンの国際的な比較研究の場として細谷等が組織するチャプレン研究会の第 3 回研究会
として，イランにおけるスピリチャルケアの第 1人者であるルーホッラー・ムサヴィザーデ
博士(イスファハン医科大学)による講演会「イスファハン緩和ケアチームにおける実践と
スピリチュアルケア実践者養成について」を共催した。 
（５）イスラーム法学（堀井，小野） 
 堀井は，シャリーアによる弱者救済の枠組みに着目し，2点を明らかにした。第 1は，イ
スラーム法学における「神の権利」と「人間の権利」という分類の意味である。 
従来の研究においては，この分類は公法（神の権利）と私法（人間の権利）の区別または

それに類するものと理解され，かつその具体例としては刑罰に関する両者の区別のみが認
知されていた。だが，スンナ派四法学派の法学書を精査すれば，シャリーアの財産法や家族
法においても「神の権利」が議論されており，それらの事例の分析から，「神の権利」は近
代法にいう強行法規（当事者の意思に関わらず強制的に適用される法規），「人間の権利」は
任意法規（当事者の意思によって適用を排除できる規定）と解するべきであることがわかる。
その性質上，公法は強行法規，私法は任意法規を中心とするが，私法においても公序良俗に
反する契約を無効とする等の強行法規が存在する。シャリーアにおいては，特に弱者の権利
の救済を目的とする「神の権利」の事例を多数確認することができた。例えば，夫により撤
回の余地なく離婚された女性は，四法学派の多数説によれば元夫の子を妊娠していない限
り，待婚期間中の扶養請求権を認められない代わりに，「神の権利」として居住権を付与さ
れ，これは本人の放棄によっても失効することはない。 
 第 2に，堀井は実体法だけでなく訴訟法にも着目し，イスラーム法学における既判力理論
の発達を考察した。既判力とは，裁判の内容について確定した判決の判断が以後当事者間の
法律関係の基準となる効力を指す。その目的は法的安定性を確保し，ひいては権利を保護す
ることにある。イスラーム法学における既判力に関する先行研究は乏しく，その中ではシャ
リーアの判決は容易に破棄され得るとの誤った認定に基づき，既判力という概念が未発達
であるという主張が見られた。しかし，堀井はイスラーム法学においては逆に，ひとたび言
い渡された判決は破棄されないのが原則であり，その既判力は，「効果判決」の効力という
論点として議論されたことを明らかにした。 
効果判決とは，審判の対象たる法律行為の有効要件の完全な立証に基づき，その有効性を

宣言する「有効判決」に対置され，「効果を判決する」といった文言により，当該法律行為
の効果の発生を認める判決である。この種の判決は，立証に多少の不備があっても，原告の
権利を保護するのが相当であると認められる場合に必要とされるようになり，その是非は
この論点をめぐる専論が集中するマムルーク朝期（1250-1517）からさかんに議論されるよ
うになったと考えられる。それは四法学派の裁判官が等しく参与する同朝の司法制度の下，
学派の異なる裁判官の間で互いの効果判決の既判力を軽視する風潮が見られたことに起因
するようである。現存する専論は全て効果判決の既判力を支持するもので，その学説の発展
につれて有効判決というカテゴリーは実益を失い，効果判決が標準的な判決とされるよう
になり，また判決にいう「効果」は当該法律行為の効果そのものではなく，審判の対象と関
連づけられることで，既判力理論が精緻化していった。マムルーク朝期と異なり，ハナフィ
ー派が公式の法学派として優勢となった 16世紀以降のオスマン帝国では，効果判決の論点
はより明確に「訴えなければ判決なし」の原則と結びつけられていく 
 小野は，子どもの位置づけについて考察し，シャリーアが子どもに独立の人格を認めて権
利を付与していること，子どもの福利を個別具体的に認定していることを明らかにした。シ
ャリーアでは，子どもを指す言葉は複数用いられているが，法的には未成年者と同義である。
ここで成年，未成年の区別は主として肉体的成熟の有無が基準とされ，補助的に年齢が基準
とされる（学説によって異なるが，男女別に 15-18 歳）。親子関係は基本的に父子関係とし
て定義され，父性の認定は子にとっての権利・利益となる。子の扶養は父の義務とされる一
方，後見（婚姻後見・財産後見）の権利も父に属し，特に女子は多数説によれば成年後も父
の婚姻後見に服する。後見制度は言うまでもなく被後見人の利益の保護を目的とするが，何
が子どもにとっての利益かは，男女や成年・未成年の別だけでなく，さまざまなケースに応
じて判断される。子の授乳や監護は，一般的に実母が行うのが子の最善の利益とされるが，
必ずしも義務とされるわけではなく，逆に母以外の者に委ねることが子の利益とされる場
合もある。以上の規定が現代チュニジア法でどのような変容を被ったかについては，上記
（２）の研究の中で考察が示されている。 
小野はまた，イスラーム法学上の性差の定義の特色について考察し，儀礼行為，婚姻，相

続等の様々な領域における両性具有者（男性・女性双方の外性器を有する者や男女のいずれ



とも判断できない者）に関するハナフィー派とシャーフィイー派の議論を分析し，この問題
に関する法学説の形成過程の解明を試みた。 
 以上の研究の一環として，上智大学イスラーム研究センター「中東の『公共性と福利』研
究会」との共催による研究報告会として，①「中近世エジプト都市の慈善と救貧」（報告者：
長谷部史彦氏/慶応大学文学部，2021 年 9月 26 日），②「近世オスマン帝国都市の慈善と救
貧」（報告者：藤木健二氏/慶應義塾大学，2022 年 1 月 13 日）を開催し，ワクフ等のシャリ
ーアに基づく社会福祉・慈善活動の歴史的な実態の一端を明らかにした。 
 また，科学研究費補助金基盤（A）「イスラーム・ジェンダー学と現代的課題に関する応用
的・実践的研究」（代表：長澤栄治）との共催により，現代におけるシャリーアの適用実態
とそこでの制定法と慣習法の関係やジェンダー問題に焦点を当てたセミナーを開催し，岩
崎が招聘したミリアム・アバブサ氏（フランス近東研究所）による基調報告「ヨルダンにお
ける女性の土地相続権および慣行」とこれをふまえた討論が行われた。 
 
 全体の成果に相当するものとしては，小野仁美・細谷幸子・堀井聡江・森田豊子『中東イ
スラーム圏における社会的弱者の権利を考える』（SIAS Working Paper Series 33, 上智大
学イスラーム研究センター，2021），竹村和明編著『イスラーム・ジェンダー・スタディー
ズ 6 うつりゆく家族』（明石書店，2023），岩崎えり奈/岡部真幸編著『イスラーム・ジェン
ダー・スタディーズ 8 労働の理念と現実』（明石書店，2024）が挙げられる。 
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